
から 70 歳未満の方まで拡大

されます。ただし、企業によっ

て加入できる年齢などが異な

ります。 

 

◆５月施行― iDeCo の加入

可能年齢の拡大 
現在、iDeCoに加入できるの

は 60 歳未満の公的年金の被

保険者ですが、2022年５月か

ら 65 歳未満に拡大されます。 

 

◆10 月施行―企業型 DC 加

入者が iDeCo に加入しやす

くなる 
現在、企業型 DC に加入して

いる方が iDeCo に加入するに

は、各企業の労使の合意が必要

ですが、2022年 10月から原

則加入できるようになります。 

ただし、企業型 DC の事業主

掛金と iDeCo の掛金、これら

の合計額がそれぞれ以下のと

おりであることが必要です。ま

た、企業型 DC において加入者

掛金を拠出（マッチング拠出）

している場合などには、iDeCo

に加入できません。 

【企業型 DC に加入してい

る方が iDeCo に加入する場

合】 

・企業型DCの事業主掛金（①） 

→55,000 円以内 

・iDeCo の掛金（②） 

→20,000 円以内 

・①＋②→55,000 円以内 

【企業型DC と確定給付型 

（DB、厚生年金基金など）に 

加入している方が iDeCoに 

加入する場合】 

・企業型DCの事業主掛金（①） 

→27,500 円以内 

・iDeCo の掛金（②） 

→12,000 円以内 

・①＋②→27,500 円以内 

 

 

３月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

 
1０日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得

届の提出＜前月以降に採用

した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

１５日 

○ 個人の青色申告承認申請書

の提出＜新規適用のもの＞

［税務署］ 

○ 個人の道府県民税および市

町村民税の申告［市区町村］ 

○ 個人事業税の申告［税務署］ 

○ 個人事業所税の申告［都・

市］ 

○ 贈与税の申告期限＜昨年度

分＞［税務署］ 

○ 所得税の確定申告期限［税

務署］ 

○ 確定申告税額の延納の届出

書の提出［税務署］ 

○ 財産債務調書、国外財産調

書の提出 

○ 総収入金額報告書の提出

［税務署］ 

 

３１日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 個人事業者の消費税の確

定申告期限［税務署］ 

 

 

★当事務所よりひと言★ 
 

岐阜県オミクロン株対策特別

支援金の申請が２月２２日

（火）から始まりました。    

売上減少などの要件に該当し、

支援金の申請を希望される方

は、ぜひご相談ください。 

詳細は、岐阜県の HP をご参照

ください。 

 

https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covi

d19/201480.html 

ではないと判断される例とし

て、以下のものが挙げられて

います。 

・実際に事業収入が減少した 

わけではないにもかかわら 

ず、通常事業収入を得られな 

い時期（事業活動に季節性が 

あるケース（例：夏場の海水 

浴場）における繁忙期や農産 

物の出荷時期以外など）を対 

象月とすることにより、算定 

上の売上が減少している場 

合 

・売上計上基準の変更や顧客 

との取引時期の調整により 

売上が減少している場合等 

 

そのほか、持続化給付金等で

不正受給を行った者、公共法

人、風営法上の性風俗関連特殊

営業として届出義務のある者、

政治団体、宗教法人は給付対象

外としています。 

 

◆申請方法 

登録確認機関による事前確

認の後、事業復活支援金事務局

が設置する申請用のＷＥＢペ

ージから申請できます。なお、

一時支援金または月次支援金

の既受給者は、原則として改め

て事前確認を受ける必要はあ

りません。また、オンラインで

の申請が困難な方向けに、申請

のサポートを行う会場が全国

に設置されています。 

【経済産業省「中小法人・個人事業者

のための事業復活支援金」】 

https://www.meti.go.jp/covid-

19/jigyo_fukkatsu/ 

 

 

2022 年の確定拠出年金

はどう変わる？ 

 
確定拠出年金制度は、長期

化する高齢期の経済基盤を充

実できるよう、また、中小企業

を含むより多くの企業や個人

が制度を活用できるよう、制

度の見直しが行われました。

2022 年度に施行される改正

内容は次のとおりです。 

 

◆４月施行―受給開始時期

の上限が 75 歳に延長 
2022 年４月から企業型

DC と iDeCo の老齢給付金の

受給開始時期を 60 歳（加入者

資格喪失後）から 75 歳までの

間で、ご自身で選択すること

ができます。 

 

◆５月施行―企業型 DC の

加入可能年齢の拡大 
現在、企業型 DC に加入す

ることができるのは 65 歳未

満の方ですが、2022 年５月

事業復活支援金の申請受

付がスタート 

 
◆事業復活支援金とは？ 

 事業復活支援金の申請受付

が開始されました。新型コロ

ナウイルス感染症により大き

な影響を受ける中堅・中小・小

規模事業者、フリーランスを

含む個人事業者に対して、事

業規模に応じた給付金が支給

されるものです。申請期間は

５月 31 日までとされ、給付

上限額は、中小企業で最大

250 万円、個人事業者で最大

50 万円です。 

 以下の①②を満たす事業者

が、業種や所在地を問わず給

付対象となり得ます。 

① 新型コロナウイルス感染

症の影響を受けた事業者 

② 2021 年 11 月～2022

年３月のいずれかの月の

売上高が、2018年 11月

～2021 年３月までの間

の任意の同じ月の売上高

と比較して50％以上また

は 30％以上 50％未満減

少した事業者 

 
◆給付対象外の例 
 「①新型コロナウイルス感

染症の影響を受けた事業者」

 

 

連絡先：〒501－3232  
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電 話：0575-24-3757     FAX：0575-24-3757 

ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
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